
銀行は、お客様の個人情報および本人確認情報について次の利用目的の範囲内で適正に利用いたします。
1．銀行の業務内容（1）預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務（2）公共債窓販業務、投信販売業
務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社債業務等、法律により銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（3）その他
銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱いが認められる業務を含む）／ 2．銀行の利用目的　当行は、当行及び関
連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、以下の利用目的で個人情報を利用いたします。なお、特定の個人情報の利用目的が、法令等に
基づき限定されている場合には、当該利用目的以外で利用いたしません。（1）各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付の
ため（2）犯罪収益移転防止法に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認のため（3）預金取引や融資
取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため（4）融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため（5）適合性の原
則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため（6）与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関
に提供する場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため（7）他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について
委託された場合等において、委託された当該業務を適切に遂行するため（8）お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のた
め（9）市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発のため（10）ダイレクトメールの発送等、
金融商品やサービスに関する各種ご提案のため（11）関連会社や提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため（12）各種お取引の解約や
お取引解約後の事後管理のため（13）その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため（14）当行の業績把握・決算関連業務・監査
業務・人事関連業務・安全管理業務等の内部管理のため（15）当行が設立または加盟する各種団体等の運営や管理のため（16）法令等に基づ
き開示、報告を行うため
※利用目的の（10）による各種ご提案（宣伝物・印刷物の送付等の営業案内）を希望しない場合は、停止を申出ることができます。
※法令等による利用目的の限定について
●銀行法施行規則等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査
以外の目的に利用・第三者提供いたしません。●銀行法施行規則等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴についての情報
等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その他必要と認められる目的以外の目的に利用・第三者提供いたしません。

申込人（契約成立後の契約者を含む。以下同じ。）は、本申込（本契約を含む。以下総称して「当該取引」という。）に係る以下の個人情報（変更後の
情報を含む。以下同じ。）を株式会社長崎銀行（以下銀行という。）および下記保証会社（以下、保証会社という。また、銀行と保証会社を一括して
「銀行等」という。）が以下の通り取扱うことに同意します。
第 1条　個人情報の第三者への提供先について
　　　　（1）加盟する個人信用情報機関　（2）保証会社
第 2条　個人情報の個人信用情報機関への提供・登録・利用について
　１　【個人情報の利用】
　　　申込人は、銀行等が加盟する個人信用情報機関（以下「加盟先機関」という。）および加盟先機関と提携する個人信用情報機関（以下「提携

先機関」という。）に申込人の個人情報（加盟先機関および提携先機関の加盟会員によって登録される契約内容、返済状況等の情報のほ
か、加盟先機関および提携先機関によって登録される不渡情報、破産等の官報情報、電話帳記載の情報、日本貸金業協会から登録を依頼
された情報を含む。）が登録されている場合には、銀行等が当該取引時および契約継続中において、当該個人情報の提供を受け、与信取
引上の判断（銀行は返済能力または転居先の調査、保証会社は返済能力の調査をいう。以下、同じ。）のために利用することに同意しま
す。但し、返済能力に関する情報について、銀行は銀行法施行規則第 13条の 6の 6等、保証会社は貸金業法の法令等に基づき、返済ま
たは支払能力を調査する目的のみに利用します。

　２　【取引情報の個人信用情報機関への提供】
　　　申込人は銀行等が、申込人に係る当該取引に基づく個人情報（本人を特定する情報（氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務

先電話番号、運転免許証等の記号番号等）、申込情報（申込日および申込商品種別等）、契約内容に関する情報（契約の種類、契約日、貸付
日、契約金額、貸付金額、保証額等）、返済状況に関する情報（入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞、延滞解消等）、および取引事実
に関する情報（債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申立、債権譲渡等）を、加盟先機関に提供することに同意します。

　３　【取引情報の登録と他会員への提供】
　　　申込人は、加盟先機関が、当該取引情報を下表に定める期間登録し、加盟会員および提携先機関の加盟会員に提供することに同意します。
　　　提供を受けた会員は、当該取引情報を与信取引上の判断のために利用します。なお、銀行法施行規則第 13条の 6の 6等貸金業法およ

び割賦販売法の法令等に基づき、返済能力に関する情報については返済または支払能力を調査する目的のみに利用します。また、申込
人は、当該個人情報が、その正確性・最新性維持、苦情処理、個人信用情報機関による加盟会員に対する規則遵守状況のモニタリング等
の個人情報の保護と適正な利用の確保のために必要な範囲内において、個人信用情報機関およびその加盟会員によって相互に提供ま
たは利用されることに同意します。

　４　【開示等の手続き】
　　　申込人は、加盟先機関に登録されている個人情報に係る開示請求または当該個人情報に誤りがある場合の訂正・削除等の申立を、加盟

先機関が定める手続きおよび方法によって行うことができます。個人信用情報機関に登録されている情報の開示は、各機関で行い、銀
行等ではできません。

　5　【加盟先機関】
　　　［銀行および保証会社のお問い合わせ窓口および加盟する個人信用情報機関］

第 3条　銀行と保証会社の間で提供される個人情報の内容および利用目的
　　　申込人は、本申込みおよび本取引にかかる情報を含む申込人に関する下記情報が、保証会社における本申込の受付、資格確認、保証の審

査、保証の決定、保証取引の継続的な管理、加盟する個人信用情報機関への提供、法令等や契約上の権利の行使や義務の履行、市場調査
等研究開発、取引上必要な各種郵便物の送付、金融商品やサービスの各種ご提案、その他申込人との取引が適切かつ円滑に履行される
ために、銀行より保証会社に提供されることを同意します。

　　　（1）氏名、住所、連絡先、家族に関する情報、勤務先に関する情報、資産・負債に関する情報、借入要領に関する情報等、本申込書ならび
に付属書面等本申込みにあたり提出する書面に記載の全ての情報

　　　（2）銀行における借入残高、借入期間、金利、弁済額、弁済日等本取引に関する情報　（3）銀行における預金残高情報、他の借入金の残高
情報・返済状況等、申込人の銀行における取引情報（過去のものを含む）

　　　（4）延滞情報を含む本取引の弁済に関する情報　（5）銀行が保証会社に対して代位弁済を請求するにあたり必要な情報
　　　また、本申込みおよび本取引にかかる情報を含む申込人に関する下記情報が、銀行における保証審査結果の確認、保証取引の状況の確

認、代位弁済の完了の確認のほか、本取引および他の与信取引等継続的な取引に関する判断およびそれらの管理、加盟する個人信用情
報機関への提供、法令等や契約上の権利の行使や義務の履行、市場調査等研究開発、取引上必要な各種郵便物の送付、金融商品やサービ
スの各種ご提案、その他申込人との取引が適切かつ円滑に履行されるために、保証会社より銀行に提供されることを同意します。

　　　（1）氏名、住所、連絡先、家族に関する情報、勤務先に関する情報、資産・負債に関する情報、借入要領に関する情報等、本申込書ならび
に付属書面等本申込みにあたり提出する書面に記載の全ての情報

　　　（2）保証会社での保証審査の結果に関する情報　（3）保証番号や保証料金額等、保証会社における取引に関する情報
　　　（4）保証会社における、保証残高情報、保証にかかる継続的な取引に関する判断およびそれらの管理、他の取引に関する情報等、銀行に

おける取引管理に必要な情報
　　　（5）銀行の代位弁済請求に対する代位弁済完了に関する情報等、代位弁済手続きに必要な情報　（6）代位弁済完了後の返済状況等に関

する情報

サービサーへの債権管理回収業務の委託に伴って、当該業務上必要な範囲内で銀行とサービサー間、保証会社とサービサー間で相互に私の個
人情報が提供または利用されることに同意します。

第 1条　保証会社の選定について
申込人は、ローン借入申込書「保証委託先」に記載された保証会社の選定について、銀行による審査の結果、銀行が任意に行うことに同意しま
す。保証会社による審査の結果、希望の保証が受けられない場合は、他の保証会社（1社に限ります。）に再度保証を依頼することに同意しま
す。（再度保証依頼を行うか否かは銀行の任意とします。また、再度保証を依頼した場合、個人信用情報機関の利用および登録も再度行われる
ことになります。）
第 2条　融資が受けられない場合の同意について
申込人は、銀行等の審査の結果融資が受けられない場合が生じても一切異議を述べません。この場合に申込人が借入申込み時に差し入れた申
込書、金銭消費貸借契約証書、保証委託申込書（兼契約書）及び関係書類は無効とし、かつ返却されないことに異議を述べません。また、本契約
が不成立の場合であっても、本契約に係る申込みをした事実に関する個人情報が一定期間利用されることに同意します。

●個人情報の利用目的について

●個人情報の第三者提供についてご同意いただく条項

銀行・保証会社名 ご連絡先 代表電話 所在地 加盟する個人信用情報機関
株 式 会 社 長 崎 銀 行
九 州 カ ー ド 株 式 会 社
九 州 総 合 信 用 株 式 会 社
株式会社オリエントコーポレーション
株 式 会 社 ジ ャ ッ ク ス
ア コ ム 株 式 会 社
ラ イフ カ ード 株 式 会 社
SMBCコンシューマーファイナンス株式会社

―
〒812-0011 福岡市博多区博多駅前4-3-18
〒812-8541 福岡市博多区博多駅東1-10-26
〒102-8503 東京都千代田区麹町5-2-1
〒243-0489 神奈川県海老名市中央2-9-50 海老名プライムタワｰ
〒102-0071 東京都千代田区富士見2-15-11 ACOM富士見ビル1F
〒225-0014 横浜市青葉区荏田西1-3-20
〒812-0036 福岡市博多区上呉服町10番10号呉服町ビジネスセンタービル8階

―
TEL 092-452-4520
TEL 092-481-0722
TEL 03-5275-0211
TEL 046-233-1995
TEL 0120-036-390
TEL 0570-300-900
TEL 0120-023-034

―
TEL 092-452-4510
TEL 092-481-0721
TEL 03-5275-0211
TEL 046-233-1995
TEL 0120-036-390
TEL 0570-300-900
TEL 0120-023-034

全国銀行個人信用情報センター／株式会社日本信用情報機構
株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構
全国銀行個人信用情報センター／株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構
株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構
株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構
株式会社日本信用情報機構／株式会社シー・アイ・シー
株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構
株式会社シー・アイ・シー／株式会社日本信用情報機構

［個人信用情報機関の連絡先］
個人信用情報機関名 電話番号・URL

全国銀行個人信用情報センター
株式会社シー・アイ・シー（CIC）
（割賦販売法および貸金業法に基づく指定信用情報機関）
株式会社日本信用情報機構（貸金業法に基づく指定信用情報機関）

TEL03-3214-5020 https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/

TEL0120-810-414または0570-666-414 https://www.cic.co.jp

TEL0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

※全国銀行個人信用情報センター、株式会社シー・アイ・シーおよび
　株式会社日本信用情報機構は相互に提携しています。
※各機関の会員資格、会員名等は各機関のホームページに掲載して
　います。

※加盟先機関および提携先機関の登録情報および登録期間
登 録 情 報

氏名、生年月日、性別、住所（本人への郵便不着の有無
等を含む。）、電話番号、勤務先等の本人情報

本契約にかかる申込をした事実として申込日・申込内容
（契約が不成立になった場合を含む）

借入金額、借入日、最終返済日等の本契約の内容及び
その返済状況（代位弁済、強制回収手続、解約、完済等
の事実を含む）等の本契約に関する客観的な取引事実

官報情報
登録情報に関する苦情を受け、調査中である旨
本人確認資料の紛失・盗難、貸付自粛等の本人申告情報

債務の支払を延滞、延滞解消等した事実

不渡情報

登 録 期 間
全国銀行個人信用情報センター 株式会社日本信用情報機構 株式会社シー・アイ・シー

下記の情報のいずれかが登録されている期間

銀行等が信用情報を利用した日より1年を超えない期間

契約期間中および本契約終了日（完済していない
場合は完済日）から5年を超えない期間

契約期間中および本契約終了日（完済していない
場合は完済日）から5年を超えない期間

第1回目不渡は不渡発生日から6ヶ月を超えない期間、
取引停止処分は処分日から5年を超えない期間

破産手続開始決定等を受けた日から10年を超えない期間
当該調査中の期間
本人から申告のあった日から5年を超えない期間

下記の情報のいずれかが登録されている期間

照会日から6ヶ月以内

契約継続中および契約終了後5年以内
（ただし、債権譲渡の事実に係る情報については当該
事実の発生日から1年以内）

契約継続中および契約終了後5年以内

―

―

―

―

当該登録情報が調査中の期間
登録日から5年以内

下記の情報のいずれかが登録されている期間

保証会社が信用情報を利用した日から6ヶ月間

契約期間中および契約終了後5年以内

契約期間中および契約終了後5年間

当該登録情報が調査中の期間
登録日から5年以内

●サービサーへの債権管理回収業務の委託についてご同意いただく条項

●銀行および保証会社に対してご同意いただく条項


